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平成 23年度

(がん対策関係予算を抜粋 )

【計 数 IFつ いFは ヽ整理上、変動があり得る。】
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平成23年度厚生労働省予算 (一般会計)概算要求の姿

Ｉ
Ｎ
Ｉ

(22年度当初予算額)
27ツЬ57561市議H

(23年度要求日要望額)

28りじ7′ 954市議F可

(対22年度増額)

(+1兆 2′393億円 )

(単位 :億円)

区  分
平成22年度予算額
(A)

平成23年度要求 (要望 )
額

(B)

増▲減額

(B)― (A)

年金・医療等
に係る経費等

262,652 275,012 12,359

翫
計
組
経

12,909 11,655 Al,254

元気な日本

復活特別枠
1,287 1,287



平成23年度 厚生労働省概算要求のフレーム

マニフェス ト施策財源見合検討事項

子ども手当1.3万円の上積み分
雇用保険国庫負担本則戻し
求職者支援制度

自然増 +りК2,400億円

年金・医療等に係る経費等

22年度 26.3兆円

※1 年全国庫負担は1/2で要求。
ただし、財源は予算編成過程で検討。

「元気な日本復活特別枠」

要望基礎枠 1,287億円

※優先順位を付け要望

▲1,0°/olll■ |▲■287億円|※

○

○

○

総予算組替え対象経費

22年度 1.3兆円

公共事業関係費

人件費、義務的経費

裁量的経費

※2 政府全体
「元気な日本復活特別枠」⇒ 1兆円を相当程度超える額
○ 要望基礎枠 (政府全体)2.3兆円
〇 政策コンテス トを実施し、総理が配分を決定
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※ 人件費の平年度
化等は加減算する

(+31億 円)

90%

23年度要求枠

リヒ1,655億円

※他所管との額の

調整2億円を含む。
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「少子高齢社会を克服する日本モデル」の構築に向けた第一歩

医療、介護、福祉、雇用、1年金等の各制度が相まって国民一人一人が安心して暮らせる

社会を目指し、平成23年度予算概算要求を『少子高齢社会を克服する日本モデルJの構築
に向けた第一歩と位置付ける。

すなわち、これまでの『消費型・保護型社会保障Jを転換し、広く国民全体の可能性を
引き出す参加型社会保障 (ボジテイブ・ウェルフェア)の構築を目指し、下記の4つの目
的が達成できるよう、必要な施策を推進する6

・『いきいきと働く (労働に参加する)』

・『地域で暮らし続ける (地域に参加する)J
・『格差・貧目を少なくする (機会の平等を実現し。社会に参加する)』
口『質の高いサニビスを利用する (健康な暮らしに参加する)J

|■■く目的②>■■|
1地域で暮ら|し続ける
|(地1域|に

'参
加する>:

参加型社会保障
(ポジティブ 0ウェルフェア),

|:   <目的④>■■■■‐■‐
質の高いサービスを利用|する
(健康な暮らしに参加する)

|||■く軍

"C,111111
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|(機会の1率箸を実1現し
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=三
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概算要求の新たな施策の体系 (『少子高齢社会を売服する日本モデル』)
(※各事業等について、最も関連性の

高い「目的」に区分。)

く……Ч

１

一

‥

参 加 型 社 会 保 障 (ポジテ ィ ブ ロウ ェル フ 土ア )の 確 立
格差が少なく、何歳になつても働きたい人が働くことができ、安心して
子どもが産め、地域で健康に長寿を迎えられる社会

○平和を祈念するための並 の特別対策 (総理特命事項 )



第5健 康で安全な生活の確保

働き盛り世代に対するがん予防対策を強化するなど、がん対策を総合的かつ計画的に推

進するともに、肝炎治療及び肝炎ウイルス検査を促進するなど肝炎対策を推進する。

また、難病などの各種疾病対策、移植対策及び生活習慣病対策を推進するとともに、新型

インフルエンザのワクチン接種体制の整備を含めた新型インフルエンザ等感染症対策や健康
危機管理対策の強化、医薬品口医療機器の安全対策の推進等を図る。

さらに、国民の健康被害防止を踏まえ、輸入食品の安全対策、残留農薬、食品汚染物質、

容器包装等の安全性の確保など食品安全対策を推進する。

1 がん対策の総合的かつ計画的な推進  541億円(316億円)

(1)働き盛り世代に対するがん予防対策の強化 304億円 (106億 円 )
女性特有のがん検診推進事業を引き続き実施するとともに、市町村が実施する子宮

頸がん予防ワクチン事業、大腸がん検診における検査キットの直接配布に対する支援

を新たに行 うことにより、働き盛 りの世代を中心に影響が大きぃ子宮頸がんや大腸が

ん等に対する予防対策を強化推進 し、がんによる死亡リスクの大幅な軽減を図る。

(2)がん診療連携拠点病院の機能強化 34億円(34億円)
がん医療の拠点となるがん診療連携拠点病院において、病理診断の専門医師が不足

している現状を踏まえ、専門病理医を育成するとともに病理診断業務の軽減を図るた

めの病理診断補助員の確保等を図る。

(3)がん総合相談体制の整備 9.4億円 (9.4億 円 )
都道府県に新たに地域統括相談支援センターを設置し、患者・家族 らのがんに関す

る相談について、心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相談をワンス トッ

プで提供する体制を支援する。

(4)がんに関する研究の推進 85億円 (61億円 )
日本発のがんワクチン療法による革新的ながん治療開発を戦略的に行 うなど、がん

対策推進基本計画に掲げる目標の達成に資する研究等を着実に推進するとともに、が

ん予防、診断、治療等に係る技術の向上等の研究成果を普及、活用する。

-6-



「特別枠」の施策体系(「少子高齢社会を克服する日本モデル」)

参加型社会保障 (ポジティブロウェルフェア)は、経済成長の足を引つ張るものでは

なく、経済成長の基盤を作る未来べの投資である。「元気な日本復活特別枠」において

は、参加型社会保障に基礎を置いた施策を進め、雇用の創出、就業率の向上、経済成長

といつた流れの好循環をもたらし、元気な日本を復活させる。

社会保障については、今後高齢者を中心に医療や介護分野において需要の確実な増大

が見込まれ、雇用の創出が期待されるとともに、国民相互が暮らしを支え合うセーフテ

ィネットとして、国民の「安心感」を醸成し、消費活動の下支えを通じて、不況期のス

タビライザー機能も果たしている。このためt社会保障制度は、個人消費を支え、需要

や雇用機会の創出と相まうて、経済社会の発展を支える重要なものである。

このため、「特別枠」においても、参加型社会保障の構築を目指し、下記の4つの目

的が達成できるよう、必要な施策を推進していく。

・『いきいきと働く (労働に参加する)』

・「地域で暮らし続ける (地域に参加する)J
・『格差・貧困を少なくする (機会の平等を実現し、社会に参加する)J
口『質の高いサービスを利用する (健康な暮らしに参加する)』

<″

“

ι>質の序ιlサーどスをヽ 黒チる

=健
康な暮らι/_~参加チるノ

～よりニーズに即した効果的で質の高い社会保障のサービスを提供する体制の整備ん

○子宮頸がん予防対策強化事業 150億 円
平成 21年 12月 に子官頸がんの原因であるヒトパピローマウイルス (HPV)感染を予

防するワクチンが承認・販売されたことから、ワクチン接種の対象年齢、教育のあり方

などの情報を収集、分析し、10歳代にはワクチンを接種、20歳からはがん検診を受け

るという一貫性のある「子宮頸がん予防対策」を効果的、効率的に推進する方策を検討

するため、市町村が実施する事業等に要する費用の一部を新たに助成する (補助先 :市

町村、補助率 :定額 (1/3相当))。
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○働く世代への大腸がん検診推進事業              55億 円

40歳から60歳までの 5歳亥Jみの方に対して、市町村が大腸がん検査キットを直接送

付することにより、がん検診の重要性等を理解していただくとともに、自宅に居ながら

大腸がん検査を実施できる体制を構築するため、市町村が実施する大腸がん検診推進事

業に要する費用の一部を新たに助成する。 (補助先 :市町村、補助率 :1/2)

○健康長寿社会実現のためのライフロイノベーションプロジェクト    233億 円
新たな医療技術の研究開発・実用化促進、 ドラング・ラグ、デバイス・ラグの解消や
国民の安心・安全を確保するため、関係省庁と連携し、ライフ・イノベーション (注 )

による健康長寿社会を実現する事業を一体的・戦略的に実施する:

※ 関係省庁 :文部科学省、経済産業省
(注)研究開発推進、サービスの基盤強化など、医療・介護・健康分野において革新・

課題解決を目指す取組

① 難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業            95億 円

(※うち26億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上)

革新的な医療の実現に資するため、難病やがん、肝炎、精神疾患など、社会的影響が

大きい疾病の原因解明や診断法・治療法・予防法の開発、再生医療技術の臨床実現化の

ための研究等を推進する。

② 日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業     30億 円
がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上のため、日本発の

がんワクチン療法の実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進する。

③ 世界に先駆けた革新的新薬 口医療機器創出のための臨床試験拠点の整備  51億 円
日本発の革新的な医薬品。医療機器を創出するため、世界に先駆けてヒトに初めて新

規薬物・機器を投与・使用する臨床試験等の実施拠,点 となる医療機関の人材確保、診断

機器等の整備、運営に必要な経費について財政支援を行う (5か所整備予定)。
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④先端医療技術等の開発・研究推進事業 (国立高度専門医療研究センター) 70億 円
(※うち4億円は、日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上)

独立行政法人国立高度専門医療研究ヤンターの豊富な症例数、専門性などの特性を活

か し、 日本発の革新的な医薬品、医療技術の開発に資するため(研究の基礎 となるバイ
オリソース (注)を蓄積 し、医薬品、医療機器等の開

‐
発を行 うとともに、研究成果の迅

速な実用化を図るための知的財産管理の体制整備を行 う。

(注)バイオリソースとは、研究開発のための材料として用いられる血液、組織、細胞、

DMと いった生体試料、さらにはそれらから生み出された情報等のこと。

⑤日本発シーズの実用化に向けた医薬品口医療機器薬事戦略相談推進事業  4.6億 円
日本発シーズ (医薬品・医療機器の候補となる物質等)の実用化のため、産学官下体
となった取組を進め、大学・ベンチャー等における医薬品 。医療機器候補選定の最終段

階から治験に至るまでに必要な試験 。治験計画策定等に関する薬事戦略相談を実施する。

⑥医療情報データベース基盤整備事業 11億 円
医薬品等の安全対策を推進するため、全国の大学病院等 5か所においてく電子カルテ

等のデータを活用した医療情報データベースを構築 し、1,000万人規模のデータ収集を

行 う。

⑦福祉用具口介護ロボット実用化支援事業                1.7億 円

福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等に対

する臨床的評価及び介護保険施設等におけるモニター調査の機会を提供する。
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